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河川における安全利用点検の実施について

近年、流域の都市化の進展等により河川環境への関心が高まり、河川は、安ら

ぎや憩いを求める場、スポーツ・レクリエーション活動等の場として多くの人々

に利用されている。

このように、水と緑の貴重な空間として河川空間が注目されていることや、河

川の利用者の増加、利用形態の多様化等を踏まえ、危険性が内在する河川空間の

特性を利用者に認識していただき、自己責任による安全確保を心がけていただく

こととあわせて、可能な限り、安心して河川に接することの出来る川づくりを目

指していくことが重要である。

ついては、別添「河川における安全利用点検に関する実施要領」に基づき、各

河川ごとに「安全利用点検実施計画」を定め、河川の利用者が安心して河川を利

用していただくという観点から、点検を行うよう措置されたい。

なお、貴管内の許可工作物等の管理者及び河川敷地の占用者に対しても、必要

に応じて安全利用点検が実施されるよう、上記の趣旨を周知し点検の実施を要請

されたい。

※：都道府県知事宛ての場合は下線部を「実施されるようお願いする。・・・・

要請をお願いする。」とする。



【別 添】

河川における安全利用点検に関する実施要領

（目 的）

第１条 この実施要領は、本年の河川の利用者が増加すると予想される時期までに行う、

安心して河川を利用していただくという観点による点検（以下「安全利用点検」とい

う。）に関して必要な事項を定め、利用者の自己責任による安全確保を心がけていた

だくこととあわせて河川の安心利用に資することを目的とする。

（適 用）

第２条 この実施要領は、第５条に定める区域の土地及び施設を対象として、河川管理者

が実施する安全利用点検に適用する。

（安全利用点検実施計画）

第３条 河川管理者は、安全利用点検の実施にあたっては、あらかじめ第４条の内容を記

載した安全利用点検実施計画（以下「実施計画」という。）を策定し、点検を実施する

ものとする。

２ 河川管理者は、実施計画の策定にあたって、河川の利用者の意見等を勘案し、利用者

の視点を取り入れるものとする。

（安全利用点検実施計画の項目）

第４条 実施計画の策定にあたっては、次条から第９条に定める次の各号の項目を定める

ものとする。

一 対象区域・施設

二 安全利用点検の項目

三 実施時期

四 点検実施者

（対象区域・施設）

第５条 安全利用点検の対象とする区域（以下「対象区域」という。）は、次の各号に掲

げる区域及びその周辺区域（水際を含む）とする。

一 水辺の楽校等河川に親しむ利用を目的として河川管理者が施設を設置している区域

二 河川に親しむ利用を目的として河川管理者が施設を設置した区域ではないが、河川

に親しむ利用が日常的に見られる区域

三 潮位等日常的に水位の変動の影響を受ける区域

２ 対象区域は、次の各号に掲げる区域を除くものとする。

一 河川管理者以外の者が権原を有する河川区域内の土地

二 河川法（昭和39年法律第167号）第24条に基づいて占用の許可を受けている区域

三 平成14年3月8日付け国河環第125号河川環境課長通知に基づいて点検が実施される

区域

四 山奥等で人の接近の可能性がほとんどない地域

五 河道内樹林、天然河岸、中州、流水部等の自然地域

六 水面

３ 安全利用点検の対象とする施設（以下「対象施設」という。）は、対象区域に存する

施設で次に掲げるものとする。



堤防、低水護岸、高水敷、管理用通路、船着場、水門、樋門、樋管、排水機場、堰、

水制、根固め、床固め、水位観測所 等

（安全利用点検の項目）

第６条 河川管理者は、対象区域・施設の利用状況及び危険の発生する可能性を勘案して、

安全利用点検の項目を定めるものとする。

２ 安全利用点検は、利用者の人命に重大な危険を生じさせない観点から、前項に定める

項目について、目視又は指触若しくは簡易な計測によって行うものとする。

（実施時期）

第７条 河川管理者は、河川管理上の特性及び一般の利用状況等を考慮して、本年の河川

の利用者が増加すると予想される時期までに、安全利用点検を実施するものとする。

（点検実施者の要件）

第８条 安全利用点検の実施者は、河川管理者とする。ただし、安全利用点検を行う者と

して河川管理者と同等以上の技術力を有すると河川管理者が認める者については、この

限りでない。

（他の管理者等との調整）

第９条 河川管理者は、許可工作物、占用区域の土地又は河川管理者以外の者が権原を有

する河川区域の土地等が対象区域の土地と隣接している場合において、当該許可工作物

の管理者、当該占用区域の占用者又は当該土地に権原を有する者等（以下「他の管理者

等」という。）と一体的に安全利用点検を行う必要があると認めるときは、あらかじめ

他の管理者等と調整して、共同で安全利用点検を実施することができる。

（安全利用点検に基づく措置）

第１０条 河川管理者は、安全利用点検の結果、対象施設に河川の利用者に対する重大な

危険又は支障があると認める場合は、次のような措置を講ずるものとする。

一 応急措置

対象施設への立ち入りの制限等、危険を回避する応急措置を実施し、あわせてその

旨を一般へ周知する

二 詳細点検

目視点検等では不十分と認める場合は、対象施設の詳細点検を実施する

三 対策検討

点検の結果、対策が必要な箇所と認める場合には、対策手法等について検討する

（公 表）

第１１条 河川管理者は、安全利用点検の概要について公表するものとする。

（記録の作成）

第１２条 河川管理者は、安全利用点検の結果を記録するものとする。


